
 

 

  

 

2025 年 11 月 13 日 

ライフネット生命保険株式会社 
 

 

 

 

 

 

 ライフネット生命保険株式会社（代表取締役社長 横澤淳平）の 2025 年度第 2 四半期（上半

期）の業績は添付のとおりです。 

 

※資料中、「第 2 四半期（上半期）」は「4 月 1 日～9 月 30 日」を表しています。 
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1．主要業績 
(1) 保有契約高及び新契約高 

・保有契約高                                                 （単位：件、百万円、%）                                        

区  分 

2024 年度末 2025 年度第 2 四半期（上半期）末 

件 数 金 額 
件 数 金 額 

 前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 637,417 3,966,912 659,078 103.4 4,062,019 102.4 

個 人 年 金 保 険 － － － － － － 

団 体 保 険 － 5,239,512 － － 5,621,896 107.3 

団 体 年 金 保 険 － － － － － － 

 

・新契約高                                                               （単位：件、百万円、%） 

区分 

2024 年度第 2 四半期（上半期） 2025 年度第 2 四半期（上半期） 

件 数 
金 額 件 数 金 額 

 新契約 
転換による 

純増加 
 

前年 

同期比 
 

前年 

同期比 新契約 
転換による 

純増加 

個 人 保 険 35,808 171,197 171,197 － 40,441 112.9 185,292 108.2 185,292 － 

個人年金保険 － － － － － － － － － － 

団 体 保 険 － － － － － － － － － － 

団体年金保険 － － － － － － － － － － 

（注） 1． 個人保険の件数は主契約の件数であり、第三分野保険（医療保障・生前給付保障等）を含みます。 

 2． 個人保険の金額は死亡保障額の合計であり、第三分野保険の保障額を含みません。 

 

(2) 年換算保険料 

・保有契約                                                                 （単位：百万円、%） 

区  分 2024 年度末 
2025 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

 

前年度末比 

個 人 保 険 26,686 27,526 103.1 

個 人 年 金 保 険 － － － 

合 計 26,686 27,526 103.1 

 うち医療保障・生前給付保障等 13,610 14,095 103.6 

 

・新契約                                                                  （単位：百万円、%） 

区  分 
2024 年度 

第 2 四半期（上半期） 

2025 年度 

第 2 四半期（上半期） 

 

前年同期比 

個 人 保 険 1,412 1,591 112.7 

個 人 年 金 保 険 － － － 

合 計 1,412 1,591 112.7 

 うち医療保障・生前給付保障等 836 976 116.7 

（注） 1． 年換算保険料とは、1 回当たりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1 年

当たりの保険料に換算した金額です。なお、当社商品の保険料は全て月払いのみとなっている

ため、1 回当たりの保険料に単純に 12 を乗じたものを年換算保険料とした場合、当期末の保

有契約の年換算保険料は 27,720 百万円（前年度末比 103.1%）、当期の新契約の年換算保険料は

1,599 百万円（前年同期比 112.3%）となります。 

 2． 「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付

保障給付（就業不能給付）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。 
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2．一般勘定資産の運用状況 

(1) 当社の運用方針 

 当上半期においても、高格付けの事業債などの円金利資産を中心とした運用を継続しました。また、適

切なリスク管理のもとで国内外の株式や外国債券などを対象とした運用を実施しました。 

 

(2) 運用環境 

米国株式市場は、米国の関税政策や景気に対する懸念から市場のボラティリティが高い局面があったも

のの、政策や景気への不透明感が緩和するにつれて、政策金利の引き下げ期待と堅調な企業業績を背景に

当上半期末にかけて上昇しました。国内株式市場は、米国との関税交渉に対する不透明感と急激な円高か

ら、4 月に一時的に輸出企業を中心に大きく下落する局面がありましたが、その後上昇し日経平均株価は最

高値を更新しました。 

 

為替市場は、ドル円について、4 月に米国の相互関税導入による世界的な景気悪化懸念とトランプ政権に

よる連邦準備制度理事会（FRB）への介入懸念から、一時 140 円台前半まで円高進行しました。米国と各

国との相互関税の引き下げに対する協議が進展するにつれて懸念が後退し、ドル円は円安に進行しまし

た。その後、当上半期末にかけて 1 ドル 140 円台後半で推移しました。 

 

米国債券市場は、インフレ率の低下と雇用指標の悪化懸念から、短期金利・長期金利ともに低下しまし

た。9 月の米国連邦公開市場委員会（FOMC）では、0.25%の政策金利引き下げが決定されました。国内債

券市場は、上半期の日銀金融政策決定会合では政策金利が据え置かれましたが、今後金融政策の正常化が

進展していくとの見方から、短期金利・長期金利ともに上昇しました。また、参議院選挙の前後におい

て、消費税減税等の議論から財政悪化懸念が生じ、超長期金利が大きく上昇しました。 

 

10 年日本国債は前事業年度末 1.4%台から当上半期末 1.6%台、日経平均株価は前事業年度末 35,600 円台

から当上半期末 44,900 円台、ドル円は前事業年度末 1 ドル 149 円台から当上半期末 1 ドル 147 円台となり

ました。 
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3．資産運用の実績（一般勘定） 

(1) 資産の構成 

（単位：百万円、%） 

区   分 
2024 年度末 

2025 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン 16,044 17.9 11,099  11.2 

買 現 先 勘 定 － － － － 

債券貸借取引支払保証金 － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － 1,999 2.0 

商 品 有 価 証 券 － － － － 

金 銭 の 信 託 13,202 14.7 14,159 14.3 

有 価 証 券 52,045 57.9 61,200 61.9 

 公 社 債 47,492 52.8 50,676 51.2 

 株  式 299 0.3 6,380 6.5 

 外 国 証 券 4,168 4.6 4,063 4.1 

  公 社 債 4,168 4.6 4,063 4.1 

  株 式 等 0 0.0 0 0.0 

 そ の 他 の 証 券 84 0.1 79 0.1 

貸 付 金 － － － － 

不 動 産 382 0.4 342 0.3 

繰 延 税 金 資 産 － － － － 

そ の 他 8,190 9.1 10,118 10.2 

貸 倒 引 当 金 － － － － 

合 計 89,866 100.0 98,920 100.0 

 う ち 外 貨 建 資 産 0 0.0 0 0.0 

（注）「不動産」については、建物を計上しています。 
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(2) 資産の増減 

（単位：百万円） 

区   分 
2024 年度 

第 2 四半期（上半期） 
2025 年度 

第 2 四半期（上半期） 

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン △5,157 △4,945 

買 現 先 勘 定 － － 

債券貸借取引支払保証金 － － 

買 入 金 銭 債 権 － 1,999 

商 品 有 価 証 券 － － 

金 銭 の 信 託 1,270 956 

有 価 証 券 6,058 

 
9,155 

 公 社 債 6,690 3,183 

 株  式 △26 6,080 

 外 国 証 券 1,902 △104 

  公 社 債 1,902 △104 

  株 式 等 － － 

 そ の 他 の 証 券 △2,508 △4 

貸 付 金 － － 

不 動 産 － △40 

繰 延 税 金 資 産 － － 

そ の 他 369 

 
1,927 

貸 倒 引 当 金 － － 

合 計 2,540 9,053 

 う ち 外 貨 建 資 産 163 － 

（注）「不動産」については、建物を計上しています。 
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(3) 資産運用収益 

（単位：百万円） 

区  分 
2024 年度 

第 2 四半期（上半期） 

2025 年度 

第 2 四半期（上半期） 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 206 

 

269 

 預 貯 金 利 息 0 2 

  有価証券利息・配当金 205 

 

252 

  貸 付 金 利 息 － － 

 不 動 産 賃 貸 料 － － 

 そ の 他 利 息 配 当 金 0 14 

 商 品 有 価 証 券 運 用 益 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 益 － 123 

売買目的有価証券運用益 － － 

有 価 証 券 売 却 益 73 － 

  国 債 等 債 券 売 却 益 － － 

 株 式 等 売 却 益 － － 

 外 国 証 券 売 却 益 － － 

 そ の 他 73 

 
－ 

有 価 証 券 償 還 益 － － 

金 融 派 生 商 品 収 益 － － 

為 替 差 益 － 0 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － － 

そ の 他 運 用 収 益 － － 

合     計 279 

 

392 

  

 

(4) 資産運用費用 

（単位：百万円） 

区  分 
2024 年度 

第 2 四半期（上半期） 

2025 年度 

第 2 四半期（上半期） 

支 払 利 息 0 0 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 損 146 － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有 価 証 券 売 却 損 564 4 

 国 債 等 債 券 売 却 損 0 4 

 株 式 等 売 却 損 － － 

 外 国 証 券 売 却 損 － － 

 そ の 他 563 － 

有 価 証 券 評 価 損 － 4 

 国 債 等 債 券 評 価 損 － － 

 株 式 等 評 価 損 － 4 

 外 国 証 券 評 価 損 － － 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 償 還 損 － － 

金 融 派 生 商 品 費 用 － － 

為 替 差 損 11 － 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － 

貸 付 金 償 却 － － 

賃貸用不動産等減価償却費 － － 

そ の 他 運 用 費 用 2 2 

合     計 725 12 
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(5) 売買目的有価証券の評価損益  

 該当事項はありません。 

 

(6) 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外） 
  （単位：百万円） 

区  分 

2024 年度末 2025 年度第 2 四半期（上半期）末 

帳簿価額 時価 
差損益 

帳簿価額 時価 
差損益 

 差益 差損  差益 差損 

 

満期保有目的の債券 35,296 33,459 △1,836 19 1,856 40,961 38,666 △2,295 0 2,295 

責任準備金対応債券 － － － － － － － － － － 

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － － 

そ の 他 有 価 証 券 17,192 16,435 △756 2 759 19,736 21,934 2,197 3,031 834 

 

公 社 債 15,522 14,795 △727 0 727 15,112 14,313 △798 － 798 

株 式 68 70 1 1 － 3,124 6,156 3,031 3,031 － 

外 国 証 券 1,600 1,569 △31 0 31 1,500 1,464 △35 － 35 

 
公 社 債 1,600 1,569 △31 0 31 1,500 1,464 △35 － 35 

株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

合 計 52,488 49,894 △2,593 21 2,615 60,698 60,600 △97 3,032 3,129 

 

公 社 債 48,220 45,701 △2,518 19 2,538 51,475 48,422 △3,052 0 3,052 

株 式 68 70 1 1 － 3,124 6,156 3,031 3,031 － 

外 国 証 券 4,199 4,122 △77 0 77 4,099 4,022 △76 － 76 

 公 社 債 4,199 4,122 △77 0 77 4,099 4,022 △76 － 76 

 株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － 1,999 1,999 － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

（注） 1． 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。 

 2． 本表には、金銭の信託を含んでいません。 

 3. 市場価格のない株式等及び組合等は本表から除いています。 

 

 

・市場価格のない株式等及び組合等の帳簿価額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

区  分 2024 年度末 
2025 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 224 224 

そ の 他 有 価 証 券 89 79 

 

国 内 株 式 4         0 

外 国 株 式 0 0 

そ の 他         84         79 

合  計 314 304 
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(7) 金銭の信託の時価情報 

（単位：百万円） 

区   分  

2024 年度末 2025 年度第 2 四半期（上半期）末 

貸借対照表  

計上額  
時  価  

差  損  益  貸借対照表  

計上額  
時  価  

差  損  益  

 差益 差損  差益 差損 

金銭の信託 13,202 13,202 －  －  －  14,159 14,159 － － － 

 

・運用目的の金銭の信託 

  該当事項はありません。 

 

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託 

（単位：百万円） 

区  分 
2024 年度末 2025 年度第 2 四半期（上半期）末 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

 差益 差損  差益 差損 

満 期 保 有 目 的 の  

金 銭 の 信 託  
－ － － － － － － － － － 

責任準備金対応の  

金 銭 の 信 託  
－ － － － － － － － － － 

そ の 他 の  

金 銭 の 信 託  
12,985 13,202 217 217 － 13,744 14,159 415 415 － 
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4．中間貸借対照表 
     （単位：百万円） 

 期 別 

 

科 目 

2024 年度末 

要約貸借対照表 

(2025 年 3 月 31 日現在) 

2025 年度 

中間会計期間末 

(2025 年 9 月 30 日現在) 

金 額 金 額 

（ 資 産 の 部 ）   

現 金 及 び 預 貯 金 16,044 11,099 

買 入 金 銭 債 権 － 1,999 

金 銭 の 信 託 13,202 14,159 

有 価 証 券 52,045 61,200 

国 債 7,676 7,673 

地 方 債 1,390 1,380 

社 債 38,426 41,622 

株 式 299 6,380 

外 国 証 券 4,168 4,063 

そ の 他 の 証 券 84 79 

有 形 固 定 資 産 550 493 

無 形 固 定 資 産 1,915 1,991 

代 理 店 貸 7 8 

再 保 険 貸 4,383 6,334 

そ の 他 資 産 1,716 1,633 

未 収 金 988 922 

そ の 他 の 資 産 728 710 

資 産 の 部 合 計 89,866 98,920 

   

（ 負 債 の 部 ）   

保 険 契 約 準 備 金 69,020 72,657 

支 払 備 金 2,216 1,992 

責 任 準 備 金 66,804 70,664 

代 理 店 借 64 58 

再 保 険 借 875 953 

そ の 他 負 債 1,676 2,096 

未 払 法 人 税 等 3 670 

未 払 費 用 1,407 1,177 

リ ー ス 債 務 1 0 

資 産 除 去 債 務 141 141 

そ の 他 の 負 債 122 105 

特 別 法 上 の 準 備 金 157 168 

価 格 変 動 準 備 金 157 168 

繰 延 税 金 負 債 0 756 

負 債 の 部 合 計 71,796 76,690 

（ 純 資 産 の 部 ）   

資 本 金 26,652 26,675 

資 本 剰 余 金 26,652 26,675 

利 益 剰 余 金 △34,696 △32,978 

自 己 株 式 △0 △0 

株 主 資 本 合 計 18,608 20,372 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △538 1,856 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △538 1,856 

純 資 産 の 部 合 計 18,069 22,229 

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 89,866 98,920 
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5．中間損益計算書 

（単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

2024 年度中間会計期間 

（2024 年 4 月 1 日から 

2024 年 9 月 30 日まで） 

2025 年度中間会計期間 

（2025 年 4 月 1 日から  

2025 年 9 月 30 日まで） 

金 額 金 額 

経 常 収 益 20,291 25,558 

保 険 料 等 収 入 19,942 24,924 

保 険 料 15,092 17,363 

再 保 険 収 入 4,849 7,561 

資 産 運 用 収 益 279 392 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 206 269 

金 銭 の 信 託 運 用 益 － 123 

  有 価 証 券 売 却 益 73 － 

  為 替 差 益 － 0 

そ の 他 経 常 収 益 69 242 

支 払 備 金 戻 入 額 43 224 

そ の 他 の 経 常 収 益 25 18 

経 常 費 用 22,074 23,158 

保 険 金 等 支 払 金 10,079 11,667 

保 険 金 3,712 3,961 

給 付 金 1,163 1,331 

そ の 他 返 戻 金 0 0 

再 保 険 料 5,203 6,373 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 4,131 3,860 

責 任 準 備 金 繰 入 額 4,131 3,860 

資 産 運 用 費 用 725 12 

 支 払 利 息 0 0 

金 銭 の 信 託 運 用 損 146 － 

有 価 証 券 売 却 損 564 4 

有 価 証 券 評 価 損 － 4 

為 替 差 損 11 － 

そ の 他 運 用 費 用 2 2 

事 業 費 6,278 6,641 

そ の 他 経 常 費 用 859 977 

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） △1,782 2,400 

特 別 損 失 8 11 

固 定 資 産 等 処 分 損 － 0 

減 損 損 失 0 － 

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額 7 11 

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 7 11 

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は 

税 引 前 中 間 純 損 失 （ △ ） 
△1,791 2,388 

法 人 税 等 2 670 

中間純利益又は中間純損失（△） △1,793 1,717 
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6．中間株主資本等変動計算書 
2024 年度中間会計期間 

（2024 年 4 月 1 日から 2024 年 9 月 30 日まで） 

 （単位：百万円） 
 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

 
資本 

準備金 

資本剰余

金合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計  繰越利益 

剰余金 

当期首残高 26,617 26,617 26,617 △31,643 △31,643 △0 21,590 △526 △526 21,063 

当中間期変動額                    

新株の発行（譲渡

制限付株式報酬） 
35 35 35    70   70 

中間純利益又は 

中間純損失（△） 
   △1,793 △1,793  △1,793   △1,793 

自己株式の取得      △0 △0   △0 

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額（純額） 
           594 594 594 

当中間期変動額合計 35 35 35 △1,793 △1,793 △0 △1,723 594 594 1,128 

当中間期末残高 26,652 26,652 26,652 △33,437 △33,437 △0 19,867 67 67 19,935 

 

2025 年度中間会計期間 

（2025 年 4 月 1 日から 2025 年 9 月 30 日まで） 

 （単位：百万円） 
 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

 
資本 

準備金 

資本剰余

金合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計  繰越利益 

剰余金 

当期首残高 26,652 26,652 26,652 △34,696 △34,696 △0 18,608 △538 △538 18,069 

当中間期変動額                    

新株の発行（譲渡

制限付株式報酬） 
23 23 23    46   46 

中間純利益又は 

中間純損失（△） 
   1,717 1,717  1,717   1,717 

自己株式の取得      △0 △0   △0 

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額（純額） 
           2,394 2,394 2,394 

当中間期変動額合計 23 23 23 1,717 1,717 △0 1,764 2,394 2,394 4,159 

当中間期末残高 26,675 26,675 26,675 △32,978 △32,978 △0 20,372 1,856 1,856 22,229 
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（重要な会計方針） 

1． 有価証券の評価基準及び評価方法（現金及び預貯金、買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の

信託において信託財産として運用している有価証券を含む） 

(1) 満期保有目的の債券 

移動平均法による償却原価法（定額法）を採用しています。 

(2) 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しています。 

(3) その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のものについては、9 月末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しています。 

市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法を採用しています。 

 

2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。 

 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  

建物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。  

建物              5～18 年  

その他の有形固定資産     5～15 年  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

ソフトウエア（自社利用分）  5 年（社内における利用可能期間） 

商標権            10 年 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

  

4．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計

上することとしています。 

破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経

営破綻に陥っている債務者に対する債権については、直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上することとしています。また、現状、経営破綻の状

況にはありませんが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、

債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上することとしています。上記以外の債権については、過去

の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上することとしています。 

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて、上記の引当を行うこととしています。 

なお、上記の方法に基づいて検討した結果、貸倒引当金は零と算定されたため、当中間会計期間末にお

いて貸倒引当金の計上はしていません。 
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(2) 価格変動準備金 

株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上してい

ます。 

 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債は、中間決算日の為替相場により円換算しています。 

 

6．保険契約に関する会計処理 

(1) 保険料 

保険業法施行規則第 69 条第 3 項に基づき、保険料については、契約応当日が到来している契約のうち、

保険料の収納があったものについて、当該金額により計上しています。 

(2) 保険金・支払備金 

保険金等支払金（再保険料を除く）については、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づい

て算出された金額を支払った契約について、当該金額により計上しています。 

なお、保険業法第 117 条及び保険業法施行規則第 72 条に基づき、期末時点において支払義務が発生して

いるもの、又は、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生しているものと認められる

もの（以下、「既発生未報告支払備金」）のうち、それぞれ支払いが行われていないものについて、支払備金

を積み立てています。  

既発生未報告支払備金については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設又は自宅にて医師等

の管理下で療養をされた場合（以下、「みなし入院」）等に入院給付金等を支払う特別取扱を 2023 年 5 月 8

日以降終了したことにより、平成 10 年大蔵省告示第 234 号（以下、「IBNR告示」）第 1 条第 1 項本文に基づ

く計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項ただし書の規定に

基づき、以下の方法により算出した額を計上しています。 

（計算方法の概要） 

IBNR 告示第 1 条第 1 項本文に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の

支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1 条第 1 項本文と同様の方法により算出し

ています。 

(3) 責任準備金 

期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来の債務の履行

に備えるため、保険業法第 116 条第 1 項に基づき算出方法書（保険業法第 4 条第 2 項第 4 号）に記載された

方法に従って計算し、責任準備金を積み立てています。 

責任準備金のうち保険料積立金については、平成 8 年大蔵省告示第 48 号に定める方式により計算してい

ます。 

なお、責任準備金については保険業法施行規則第 80 条に基づき、毎決算期において保険計理人が責任準

備金が適正に積み立てられているかどうかを確認しています。 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 3 号に基づき、保険契約に

基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて、所定の積立基準額以上を繰

入計上し、積立限度額の範囲内で積み立てています。 
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(4) 再保険 

再保険収入及び再保険料については、再保険協約に基づき計上しています。 

なお、新契約の一部（以下、「出再契約」）を対象として修正共同保険式再保険を行っています。修正共同

保険式再保険は、出再契約のリスク及び収支構造の一部を一定期間再保険会社に移転するものです。出再契

約にかかる新契約費の一部は再保険収入に含まれる出再手数料として収益計上し、未償却出再手数料として

再保険貸に資産計上され、その後一定の期間において費用である再保険料を含む再保険収支に基づいて段階

的に償却されます。 

 

7．その他中間財務諸表作成のための基礎となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

控除対象外消費税及び地方消費税は当中間会計期間の費用として処理しています。 

 

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 

 

（中間貸借対照表関係） 

1. 金融商品の時価等に関する事項 

子会社株式は、市場価格がないため、時価を記載していません。なお、市場価格のない子会社株式の中間

貸借対照表計上額は、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

区分 
当中間会計期間 

（2025 年 9 月 30 日） 

子会社株式 224 

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額は 210 百万円です。 

 

3. 保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険に付した部分に相

当する支払備金（以下、｢出再支払備金｣）の金額は 564 百万円であり、同規則第 71 条第 1 項に規定する再保

険を付した部分に相当する責任準備金（以下、｢出再責任準備金｣）の金額は 2,257 百万円です。 

なお、出再責任準備金には危険準備金にかかる出再控除相当額を含めています。 

 

4. 平成 8 年大蔵省告示第 50 号第 1 条第 5 項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の当中間期末残高は

5,674 百万円です。 

 

5. 関係会社の株式の金額は、224 百万円です。 
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（中間損益計算書関係） 

1. 有価証券売却損の主な内訳は国債等債券 4 百万円です。 

 

2. 有価証券評価損の主な内訳は株式等 4 百万円です。 

 

3. 支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 70 百万円、責任準備金繰入額の計算上、

差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 127 百万円です。 

 

4. 利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりです。 

預貯金利息             2 百万円 

有価証券利息・配当金 252 百万円 

その他利息配当金 14 百万円 

計  269 百万円 

 

5. 1 株当たり中間純利益金額は、21 円 39 銭です。 

 

6. 再保険収入には、平成 8 年大蔵省告示第 50 号第 1 条 5 項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の増

加額 3,312 百万円を含んでいます。 

再保険料には、平成 8 年大蔵省告示第 50 号第 1 条第 5 項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の

減少額 3,978 百万円を含んでいます。 
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7．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 2024 年度 

第 2 四半期（上半期） 

2025 年度 

第 2 四半期（上半期） 

基礎利益 A △652 2,642 

キャピタル収益 73 52 

 

金銭の信託運用益 － 52 

売買目的有価証券運用益 － － 

有価証券売却益 73 － 

金融派生商品収益 － － 

為替差益 － 0 

その他キャピタル収益 － － 

キャピタル費用 738 9 

 

金銭の信託運用損 162 － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有価証券売却損 564 4 

有価証券評価損 － 4 

金融派生商品費用 － － 

為替差損 11 － 

その他キャピタル費用 － － 

キャピタル損益 B △664 43 

キャピタル損益含み基礎利益 A+B △1,317 2,685 

臨時収益 － － 

 

再保険収入 － － 

危険準備金戻入額 － － 

個別貸倒引当金戻入額 － － 

その他臨時収益 － － 

臨時費用 465 285 

 

再保険料 － － 

危険準備金繰入額 465 285 

個別貸倒引当金繰入額 － － 

特定海外債権引当勘定繰入額 － － 

貸付金償却 － － 

その他臨時費用 － － 

臨時損益 C △465 △285 

経常利益又は経常損失（△）
 A+B+C 

△1,782 2,400 

（注） 1． 2025 年度第 2 四半期（上半期）の基礎利益には、金銭の信託運用益 71 百万円を含んでいます。 

 2． 2024 年度第 2 四半期（上半期）の基礎利益には、金銭の信託運用益 15 百万円を含んでいます。 

 

8．保険業法に基づく債権の状況 

該当事項はありません。 
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9．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

項   目 2024 年度末 

2025 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額（A） 42,730 48,238 

 資本金等 18,608 20,372 

 価格変動準備金 157 168 

 危険準備金 5,332 5,617 

 一般貸倒引当金 － － 

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損

益（税効果控除前））×90%（マイナスの場合 100%） 
△538 2,350 

 土地の含み損益×85%（マイナスの場合 100%） － － 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 19,170 19,729 

 負債性資本調達手段等 － － 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び 

負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 
－ － 

 持込資本金等 － － 

 控除項目 － － 

 その他 － － 

リスクの合計額 （B） 

 
5,372 5,916 

 保険リスク相当額        R1 2,875 2,992 

 第三分野保険の保険リスク相当額 R8 1,164 1,207 

 予定利率リスク相当額      R2 4 4 

 最低保証リスク相当額      R7 － － 

 資産運用リスク相当額      R3 3,198 3,812 

 経営管理リスク相当額      R4 217 240 

ソルベンシー・マージン比率 

       （A） 

     （1/2）×（B） 

1,590.5% 1,630.7% 

（注）上記は、保険業法施行規則第 86 条、第 87 条及び平成 8 年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて

算出しています。 

 

10．特別勘定の状況 
該当事項はありません。 
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11．保険会社及びその子会社等の状況 
当社グループは国際財務報告基準（IFRS）に準拠した要約中間連結財務諸表を作成しています。 

 

(1) 要約中間連結財政状態計算書 

   （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2025 年 3 月 31 日） 
 

当中間連結会計期間 
（2025 年 9 月 30 日） 

資産    

現金及び現金同等物 17,234  13,723 

投資有価証券 62,180  72,360 

その他の金融資産 1,237  1,206 

未収法人所得税 5  0 

保険契約資産 30,224  31,643 

再保険契約資産 869  975 

有形固定資産 549  493 

使用権資産 1,187  1,058 

無形資産 2,073  2,158 

その他の資産 616  584 

資産合計 116,178  124,201 

 

   （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2025 年 3 月 31 日） 
 

当中間連結会計期間 
（2025 年 9 月 30 日） 

負債及び資本    

負債    

デリバティブ負債 186  167 

その他の金融負債 1,228  1,096 

保険契約負債 880  833 

再保険契約負債 11  9 

引当金 141  141 

リース負債 1,294  1,154 

繰延税金負債 19,909  22,360 

その他の負債 407  249 

負債合計 24,058  26,013 

資本    

資本金 26,652  26,675 

資本剰余金 26,585  26,608 

利益剰余金 39,475  43,953 

自己株式 △0  △0 

その他の資本の構成要素 △603  940 

親会社の所有者に帰属する持分合計 92,109  98,177 

非支配持分 11  11 

資本合計 92,120  98,188 

資本及び負債合計 116,178  124,201 
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(2) 要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書 

（要約中間連結損益計算書） 

（単位：百万円） 

  
前中間連結会計期間 

（自 2024 年 4 月 1 日 
 至 2024 年 9 月 30 日 ） 

 
当中間連結会計期間 

（自 2025 年 4 月 1 日 
 至 2025 年 9 月 30 日 ） 

保険収益  14,297  16,767 

保険サービス費用  △9,448  △9,795 

再保険損益  △283  △883 

保険サービス損益  4,565  6,089 

金利収益  467  596 

金融資産の減損損失（純額）  △3  △1 

その他の投資損益  △473  △207 

投資損益  △9  386 

保険金融収益又は費用  △56  △6 

再保険契約に係る保険金融収益又は費用  9  8 

その他の収益  113  57 

その他の費用  △238  △224 

その他の金融費用  △3  △9 

税引前中間利益  4,378  6,301 

法人所得税費用  △1,226  △1,822 

中間利益  3,152  4,478 

中間利益の帰属     

親会社の所有者  3,152  4,478 

非支配持分  0  △0 

中間利益  3,152  4,478 

     

1 株当たり中間利益     

基本的 1 株当たり中間利益（円）  39.26  55.75 

希薄化後 1 株当たり中間利益（円）  －  － 
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（要約中間連結包括利益計算書） 

（単位：百万円） 

  
前中間連結会計期間 

（自 2024 年 4 月 1 日 
至 2024 年 9 月 30 日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 2025 年 4 月 1 日 
至 2025 年 9 月 30 日） 

中間利益  3,152  4,478 

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
 －  2,149 

純損益に振り替えられることのない項目合計  －  2,149 

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
 △142  △240 

保険金融収益又は費用  △171  △553 

再保険契約に係る保険金融収益又は費用  134  188 

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  △179  △605 

税引後その他の包括利益  △179  1,543 

中間包括利益  2,972  6,021 

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  2,972  6,022 

非支配持分  0  △0 

中間包括利益  2,972  6,021 
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(3) 連結ソルベンシー・マージン比率 

 （単位：百万円） 

項   目 2024 年度末 

2025 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額（A） 46,017 50,153 

 資本金等 92,724 97,248 

 価格変動準備金 － － 

 危険準備金 － － 

 異常危険準備金 － － 

 一般貸倒引当金 － － 

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益 

（税効果控除前））×90%（マイナスの場合 100%） 
△502 2,377 

 土地の含み損益×85%（マイナスの場合 100%） － － 

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 － － 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 19,170 19,729 

 負債性資本調達手段等 － － 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び 

負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 
△65,374 △69,201 

 控除項目 － － 

 その他 － － 

リスクの合計額 （B） 
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5,343 5,884 

 保険リスク相当額          R1 2,875 2,992 

 一般保険リスク相当額        R5 － － 

 巨大災害リスク相当額        R6 － － 

 第三分野保険の保険リスク相当額   R8 1,164 1,207 

 少額短期保険業者の保険リスク相当額 R9 － － 

 予定利率リスク相当額        R2 4 4 

 最低保証リスク相当額        R7 － － 

 資産運用リスク相当額        R3 3,153 3,768 

 経営管理リスク相当額        R4 215 239 

ソルベンシー・マージン比率 

       （A） 

     （1/2）×（B） 

1,722.2% 1,704.5% 

（注）上記は、保険業法施行規則第 86 条の 2、第 88 条及び平成 23 年金融庁告示第 23 号の規定に基づ

いて算出しています。 

  

×100 
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(4) セグメント情報 

・セグメント収益及び業績 

 当社グループは生命保険事業の単一セグメントのみとなるため、事業分野ごとの収益、損益及びその他

項目の記載を省略しています。 

 

 


